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論点・課題に基づく技術的考察及び対応方針（案） 
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論点 課題 技術的考察 対応方針(案)

洪水貯留準備操作（事前放
流）の充実を図り、より多くの
治水容量を確保

・利水者の同意、気象予測の精度
・貯水位低下速度に対する放流能力等の制約

・洪水貯留準備操作（事前放流）の貯水位低下速度を増
やすための下流河川や貯水池への影響、放流能力の
増強等を検討する。
・アンサンブル予測等を用いて貯水位回復予測の精度を
向上させることで、より利水者の同意を得やすい環境を
整備することができる。

【野村ダム】
・当面は、平成30年7月豪雨時に利水者から同意
を得た250万m3の洪水貯留準備操作（事前放流）
を継続する(治水容量350万m3と合わせて600万
m3による洪水貯留)。
・並行して、貯水位低下速度の向上に向けて、引き
続き検討する。
・気象予測精度向上の技術開発を期待。

・下流河道の流下能力不足によるダム流下量
（放流量）の制約

・下流河道の流下能力が向上すれば、鹿野川ダムや野
村ダムの防災操作（洪水調節）におけるダム流下量（放
流量）を増加させることが可能となり、両ダムでは、より
大規模な洪水に対して防災操作（洪水調節）が可能とな
る。

【野村ダム・鹿野川ダム】
・激特事業による下流河道整備に合わせて、操作
規則を変更する。

・ダムの放流設備の位置、放流能力等の制約
による洪水初期放流量の制約

・鹿野川ダムの改造事業によって洪水調節容量が増加
すれば、鹿野川ダムでは、より大きな洪水に対して防災
操作（洪水調節）が可能となる。
・あわせて、野村ダムの通常の防災操作（洪水調節）で
のダム流下量（放流量）を増加させることも可能となり、
野村ダムでも、より大規模な洪水に対して防災操作（洪
水調節）が可能となる。

【野村ダム・鹿野川ダム】
・鹿野川ダム改造事業の完了に合わせて、操作規
則を変更する。

気象予測を活用したダムの柔
軟な操作の操作規則への位
置付け

・気象予測の精度
・予測が外れた場合の浸水被害に対する社会
的理解

・現在の気象予測の精度では、直ちに操作規則へ反映
することは困難である。

・当面は操作規則への位置付けは困難。
・予測精度向上の技術開発を期待。

安定的な容量の確保
・ダム嵩上げ等の再開発の可能性の検討
・利水容量の活用に対する利水者の同意

・操作だけで洪水調節容量の不足を解消することはでき
ないため、ダムのかさ上げや利水容量からの治水容量
への振り替えによる洪水調節機能の増強も検討する必
要がある。

以下について引き続き検討する。
・周辺の地形状況・岩盤状況。
・新たに湛水する範囲の用地取得等。
・周辺への環境影響。
・利水者の意向確認等。

ダムの操作規則を変更
（異常洪水時防災操作に移行
する前の通常の防災操作（洪
水調節）の段階でより多くの
放流を実施）



事前（洪水前）に治水容量を確保 
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■野村ダムにおいて、利水者との調整を踏まえて事前に容量を確保し、当面は600万m3を確保。 
■今後、さらなる浸水被害軽減の観点から、新たに利水者との調整※を踏まえ事前放流を拡大し、さらなる容量を確保。 
 

①平成30年7月豪雨前 
（従来治水容量確保） 

②平成31年（当面）～ 
（平成30年7月豪雨実績） 

③さらなる容量の確保 

治水容量 
(350万m3) 

 

利水容量 
(920万m3) 

治水容量 
(350万m3) 
 

利水容量 
(920万m3) 

追加確保容量 
(600万m3) 
 

事前放流量：250万m3 

治水容量 
(350万m3) 

利水容量 
(920万m3) 

追加確保容量 
(600万m3 
  ＋α万m3) 
 

事前放流量：250万m3（実績）  

■確保する容量：350万m3 

・洪水期（6/16～10/15）は350万m3の治水容
量を常に確保。 

・確保した容量で洪水調節を実施 

■確保する容量：600万m3 
               (350万m3＋250万m3) 
・利水容量の一部（250万m3）を事前に放流 
 （利水者の協力） 
・従来の治水容量350万m3に、事前放流の250万m3
を加え、600万m3に拡大 
・確保した容量で洪水調節を実施 

事前放流量：α万m3（追加）  

■確保する容量：600万m3＋α万m3 
               (350万m3＋250万m3＋α万m3) 
・利水容量の一部（250万m3）を事前に放流 
 （利水者の協力） 

・確保した容量で洪水調節を実施 

・数日前の予測～洪水前の限られた事前放流
期間において、貯水位降下速度の向上により、 
追加α万m3を事前に放流 （利水者の協力） 
・事前放流の250万m3＋α万m3を加え、従
来の治水容量350万m3から600 万m3＋α
万m3に拡大 

（貯水位低下に伴う放流能力の低下に対し
て放流設備設置等の放流能力確保の検討） 

放流設備設置
等の検討 

対応 
方針 

 利水者との調整により事前（洪水前）の放流による 
 より多くの容量を確保 

※事前放流（容量確保）の必要性・貯水位回復の見込の条件等の調整 

貯水位降下速度向上による容量拡大 



下流河道の流下能力向上（ダム操作における洪水調節開始流量の引き上げ） 

■ダムの洪水調節開始流量は、下流河道の流下能力が不足する場合に制限され、ダムを活用しきれていない。 
■下流河道の改修による流下能力向上で、ダムの洪水調節開始流量の増加 （異常洪水時防災操作の前により多くの放流が

可能）が可能となり、ダムをより有効に活用できる。 

3 

▽堤防未整備時の流量 

▽堤防整備後の流量 

▽堤防未整備時の流量 

時間 

ダムへの流入量 

ダム流下量（放流量） 

河道改修前 
ダム流下量（放流量） 

時間 

ダムへの流入量 
河道改修後 

ダム流下量（放流量） 

堤防整備前（イメージ） 

堤防整備後（イメージ） 

下流河川の流下能力が不
足する場合、下流河川の
流下能力に見合った放流
量で通常の防災操作を行
わなければならない 

下流河川の流下能力向上に
あわせて、通常の防災操作
（洪水調節）の段階で、ダム
流下量（放流量）を増量 

流量 

流量 

対応 
方針 

 激特事業による下流河道整備に合わせて、ダムをより有効に活用するよう 
 操作規則を変更 

操作ルール（イメージ） 

操作ルールイメージ 
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鹿野川ダム改造事業による治水容量確保（ダム操作における洪水初期の段階でより多くの放流） 

■鹿野川ダムの改造（治水容量を増強）にあわせて、野村ダムの洪水初期の段階での放流量を増加させることにより、ダムを有
効に活用し、流域の治水安全度を向上させる。 

時間 

ダムへの流入量 

ダム流下量（放流量） 

流量 

鹿野川ダム改造前 
ダム流下量（放流量） 

時間 

ダムへの流入量 
鹿野川ダム改造後 

ダム流下量（放流量） 流量 

野村ダムの操作ルールイメージ 

対応 
方針 

 鹿野川ダム改造事業の整備に合わせて、野村ダムを有効に活用するよう 
 操作規則を変更 

増強分の一部を 
上流ダムに配分 

洪水調節容量 
1,650万m3 

洪水調節容量 
1,650万m3 

鹿野川ダムの容量 

改造前 

改造後 

鹿野川ダムの操作ルールイメージ 

時間 

ダムへの流入量 流量 鹿野川ダム改造前 
ダム流下量（放流量） 

鹿野川ダム改造後 
ダム流下量（放流量） 

増強（＋740万m3） 
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気象予測に基づく柔軟な操作 

■気象予測に基づき早めに異常洪水時防災操作に移行（放流量増加）した結果、予測が外れた場合には、本来回避できたは
ずの浸水被害が発生。 

■予測精度やリスク等を踏まえると、現時点ではダムの操作規則に反映することは困難。 
■今後の予測精度の向上（技術開発）に期待。 

 

流量 

時間 

予測流入量 

放流量 
被害が発生 

予測流入量 

放流量 
被害が発生 

計画規模を大きく超える洪水を予測し、早めに異常洪
水時防災操作に移行した結果、予測が的中した場合 

※点線は現行操作の場合 

計画規模を大きく超える洪水を予測し、早めに異常洪
水時防災操作に移行した結果、予測を下回る洪水だっ
た場合 

実際の 
流入量 

※点線は現行操作の場合 

流量 

時間 

早めに移行しなければ回避できるはずの浸
水被害が発生 

＝実際の流入量 

早くから浸水被害が発生 
早めの避難が必要 

ピーク流量が減少 

対応 
方針 

 予測精度や外れた場合のリスク等の課題があり、現時点では操作規則に反映すること
は困難（今後の予測精度向上（技術開発）に期待） 



肱川緊急治水対策において段階的に進める｢より効果的なダム操作(案)｣ 
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＊防災操作強化に向けた降雨量やダム流入量の予測精度を向上させる技術開発 

■肱川流域全体の治水安全度のバランスを確保することを原則として、H7、H16、H17、H23等の頻繁に発生する規模の洪水に対して、肱川の氾濫によ
る浸水被害の発生を防止しつつ、H30洪水のような大規模な洪水に対しても被害を軽減できるような操作規則変更を行うことを基本的な方針とする。 

 

＊＊H30.7洪水を上回る洪水に対して、ハード対策だけでなく、ソフト対策として関係機関における被害情報等を事前に共有 

 
 

　

 
 

　　　　　　　

　　　　　　　

　
　　
　　

　　　　　　　

　　　　　　　

　
　　
　　

　

操作規則変更の方向性 操作規則の考え方

現状

・菅田地区：約1800m3/s
 野村ダム換算：300m3/s
 鹿野川ダム換算：600m3/s

※菅田地区は堤防未整備区間であり、肱川下流域

で流下能力が最も低い箇所

・野村ダム：(350万m3)
・鹿野川ダム：（1650万m3) －

○菅田地区等の堤防未整備区間において、頻繁に発生する規模の洪
水に対して被害軽減を図るため、ダムの洪水調節能力を有効に活用す
る。（Ｈ8～）

⇒　H7で被害を防止、H16、H17、H23等の規模の洪水で被害を軽減

①次期出
水期まで

・菅田地区：約1800m3/s
 野村ダム換算：300m3/s
 鹿野川ダム換算：600m3/s

・野村ダム：事前の放流
　　　　　　　（350万m3＋250万m3）
・鹿野川ダム：鹿野川ダム改造完了
　　　　　　　（2390万m3)

・鹿野川ダム改造によって増加した洪
水調節容量を活用し、流域全体の安
全度を向上させる。その際、下流河道
の流下能力に変化はないことから、鹿
野川ダムのダム流下量（初期放流
量）を増加させることは難しいことに留
意する。

○菅田地区等の堤防未整備区間において、頻繁に発生する規模の洪
水に対して被害軽減を図るため、鹿野川ダムのダム流下量（初期放流
量）は変更しない。
○鹿野川ダム改造によって増加した洪水調節容量を活用し、野村ダム
のダム流下量（放流量）を増加させ、より大規模な洪水に対応するよう
操作規則を変更する。

⇒　H7で被害を防止、H16、H17、H23等の規模の洪水での被害を現
　　状よりも軽減
　　H30洪水での被害を現状よりも軽減

②5年後 ・H30.7洪水対応河道整備完了

・野村ダム：事前の放流
　　　　　　　（350万m3＋250万m3）
・鹿野川ダム：鹿野川ダム改造完了
　　　　　　　（2390万m3)

※事前の放流量増加について検討・調
整を行う。

・下流河道の流下能力向上に伴い、
鹿野川ダム及び野村ダムのダム流下
量（放流量）を増加させ、流域全体の
安全度を向上させる。

○菅田地区等の堤防未整備区間の堤防整備が完了することから、鹿野
川ダム及び野村ダムのダム流下量（放流量）を増加させ、より大規模な
洪水に対応するよう操作規則を変更する。

⇒　H7、H16、H17、H23等の規模の洪水で被害を防止
　　H30洪水を肱川全川で堤防高以下で流下させる

③10年後
・H30.7洪水と同規模洪水対応河道整
備が完了 ・上記＋山鳥坂ダム等

・下流河道の流下能力向上や山鳥坂
ダム整備による下流河道の流量低減
に伴い、様々な洪水パターンにおい
て、流域全体の安全度を向上させる。

○基準地点での流出量が同規模程度となる時間、空間分布の異なる
様々な洪水パターン（小田川流域や鹿野川ダム下流域での降雨分布を
反映）や整備状況に応じて検討。
○肱川河川整備計画にて検討。

⇒　H30洪水と同規模の洪水を肱川全川で安全に流下させる

河道の整備状況 ダム整備状況

より効果的なダム操作



二線堤 

多田地区 

柚木地区 

玉川・ 
只越地区 

春賀地区 

伊州子地区 

豊中地区 

白滝地区 

大臣管理区間 

如法寺地区 

東大洲地区 

5k 

10k 

15k 

20k 

小長浜地区 

加世地区 

阿蔵地区 

ＪＲ矢落川橋梁 

大洲第二 

大洲市 

村島工区 

池田成見工区 

小倉工区 

父工区 

中尾工区 

裾野工区 
追打上流工区 

追打下流工区 本郷工区 

菅田工区 

阿部板野工区 
久米川工区 

国による事業実施区間（激特事業） 
 矢落川左岸:0.1k～0.7k（L=600m） 

県による事業実施区間（激特事業） 
 肱川: L=7,900m 

野村ダム 

    基準点・主要地点 
    浸水範囲 

        凡例 
    ：整備済み 
    ：築堤区間（築堤） 
    ：築堤区間（暫定堤防嵩上げ） 
    ：陸閘等 

国による事業実施区間（激特事業） 
 肱川左岸:6.5k～19.8k（L=13,300m） 
    右岸:3.6k～19.8k（L=16,200m） 

八多喜地区 

H30.7豪雨被害に対する河道整備概要（肱川 等） 
 事 業 費 約２９０億円 ※予備費含む 
 事業期間 ２０１８年度～２０２３年度 
 事業費目 直轄河川災害復旧事業、災害復旧事業（補助） 
       直轄河川災害関連緊急事業 
       直轄河川改修事業、直轄河川維持修繕事業 
       河川激甚災害対策特別緊急事業（激特事業） 
                           ※災害申請中等のものも含む 

 うち、激特事業の概要 
  ■ 事 業 費  約２１２億円（全体） ※予備費含む 
           うち約１４２億円（国） 
           うち 約７０億円（県） 
  ■ 整備内容 築堤、暫定堤防嵩上げ等 
  ■ 事業期間 ２０１８年度～２０２３年度 

〇今回、甚大な浸水被害が発生した肱川水系では、緊急的対応を含めた３段階で実施。 
〇概ね５年間では、平成３０年７月豪雨が越水しないよう、集中的に実施する河川改修事業（いわゆる「激特事業」）等により 
  肱川中下流部において築堤や暫定堤防の嵩上げ等の整備を実施するとともに、それによって可能となる野村ダムと鹿野川 
  ダムの操作規則の変更を実施。さらに、野村ダム下流においては掘削などの対策を併せて実施。 
〇概ね１０年間で、平成３０年７月豪雨時と同規模洪水を安全に流下させるために、更なる河川整備等を推進するとともに、 
  山鳥坂ダムの整備を実施。 
〇これらのハード対策のほか、平成２８年３月に国、愛媛県、流域５市町で水防災意識社会の再構築を目的に立ち上げた 
  ｢肱川大規模氾濫に関する減災対策協議会｣において、関係機関が連携しソフト対策を追加。 

至 野村ダム 

１．緊急的対応 ２．概ね５年後 ３．概ね１０年後 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

下流河川（国・県） 
・激特事業による 
 堤防整備、暫定堤防の嵩上げなど 
 
 
野村ダム下流など 
・河道掘削などの対策を実施※ 

 
 
激特事業による流下能力向上により 
可能となるダム操作規則の変更 
・野村ダム操作規則変更※ 

・鹿野川ダム操作規則変更※ 

 

 
更なる河川整備等 
 
山鳥坂ダム完成 
２０２６年度 

河川（国・県） 
・予備費による樹木伐採、河道掘削 
・野村ダム下流などの土砂堆積部の河道掘削 
・暫定堤嵩上げ（+0.7m） 

野村ダム 
・事前放流（600万m3を確保） 
・洪水貯留準備水位の更なる低下※ 

野村ダム、鹿野川ダムの放流警報 
・新たな放流警報手法（試行開始） 

＜２０１９年～＞ 
鹿野川ダム改造により増大した容量の有効活用 
・野村ダム操作規則変更※ 

・鹿野川ダム操作規則変更※ 

【参考】肱川緊急治水対策 

野村ダム 

鹿野川ダム 
（改造中） 

肱川流域図 

肱川 

※県実施区間には一部計画高水位の堤防高の区間がある 

※ 

山鳥坂ダム（建設中） 

肱川 

※詳細は検討中 ※詳細は検討中 

野村ダム 

県による事業実施区間
（河道掘削等） 

至 大洲市街 野村ダム下流 

※写真提供：国土地理院 
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